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第１ 目的 

近年の各分野での技術振興の重要性の高まりに対応し、農業農村整備事業の分野にお

いても新技術の導入等に積極的に取り組んでいるところであるが、昨今の公共事業の効

率的・効果的な実施や国際化の進展に耐え得る競争力の高い農業を育成すべきとの強い

要請から、さらなる新技術の開発及び普及が緊急の課題となっている。また、国土の均

衡ある発展の観点から必要とされる豊かで快適に暮らせる農村地域の生活環境整備、国

民全体の財産である自然環境・生態系の保全等を一層促進するために、新技術の開発が

強く求められている。 

このため、事業現場にすぐに生かせるほ場レベル（フィールドレベル）での創意工夫

等による新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めるとともに、当該技術内容のイン

ターネット等による情報提供を行うことにより農業農村整備事業を一層効率的に推進

することを目的とする。 

 

第２ 事業の内容 

この事業は、農業農村整備事業の効率的実施に資する新技術を以下のとおり研究開発

するとともに、それらの利活用の促進を図るものとする。 

（１）新技術研究開発 

新技術研究開発は、農業農村整備事業の低コスト化や技術的課題の解決に資する

技術のうち、次のいずれかに該当する技術について行うものとする。 

① 農地の大区画化・汎用化に資する技術 

② 農業水利施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図るための適切な

保全管理に資する技術 

③ 土地改良施設の耐震強化等に資する技術 

④ 小水力発電等の農業水利施設等を活用した再生可能エネルギーの導入促進に

資する技術 



 

 

⑤ 農業収益力向上に資する先進的な基盤整備に係る技術 

（２）利活用促進対策 

利活用促進対策は、（１）において研究開発された技術（以下「開発技術」とい

う。）についての啓発を行うものとし、おおむね次により実施するものとする。 

① 開発技術について情報の収集、整理 

② 主としてインターネットを用いての整理した情報の普及 

（３）新技術研究開発（特定課題） 

農業集落排水施設の省エネルギー化や汚水処理の過程で発生するエネルギーの有

効活用を図る整備に資する技術の開発を行うものであり、具体的には、次に掲げる

とおりとする。 

① 低コスト型汚水処理システムの技術開発 

② 小規模メタン発酵システムの技術開発 

 

第３ 事業実施主体 

この事業の実施主体は、以下のとおりとする。 

１ 第２の（１）の新技術研究開発に係る実施主体は、農業農村整備事業に係る新技術

の研究開発を行っている二以上の民間企業等（以下「関係企業」という。）をもって

構成する組合（以下「新技術研究開発組合」という。）であって第４の２により認定

を受けたものとする。 

２ 第２の（２）の利活用促進対策に係る実施主体は、農林水産省農村振興局長（以下

「農村振興局長」という。）が別に定める公募要領により応募した者の中から選定さ

れた団体（以下「公募団体」という。）とする。 

３ 第２の（３）の新技術研究開発（特定課題）に係る実施主体は、農山漁村６次産業

化対策事業実施要綱の一部改正について（平成 31 年３月 29 日付け 30 食産第 5163

号農林水産事務次官依命通知）による改正前の農山漁村６次産業化対策事業実施要綱

（以下「改正前要綱」という。）別表１のⅠの３の（１）のⅲに定める事業（以下「集

落排水施設効率性向上実証事業」という。）の実施主体を含む関係企業をもって構成

する組合（以下「新技術研究開発（特定課題）組合」という。）であって、第４の７

により認定を受けたものとする。 

 

第４ 新技術研究開発の実施手続 

１ 農村振興局長は、毎年度、当該年度以降実施する研究開発課題を原則として当該年

度の４月末日までに農林水産省のウェブサイトにおいて募集を行うものとする。 

２ 関係企業は、第２の（１）の事業を実施しようとするときは、１により公告された

研究開発課題に関し新技術研究開発組合を組織して、農村振興局長が別に定めるとこ

ろにより、官民連携新技術研究開発事業実施計画書（以下「事業実施計画書」という。）

を作成し、これを１の募集に際し農村振興局長が別に定める期日までに農村振興局長

に提出してその認定を受けなければならない。 

３ 農村振興局長は、２により事業実施計画書の認定を行うときは、農村振興局長が別

に定める審査委員会における審査の結果を踏まえ、その内容について試験研究を行っ



 

 

ている試験研究機関（大学又は独立行政法人）（以下「試験研究機関」という。）の

長と協議しなければならない。 

４ 新技術研究開発組合は、２の認定を受けたときは、試験研究機関と共同研究の手続

を締結するものとする。 

５ 新技術研究開発組合は、試験研究機関との連携の下に、事業実施計画書に基づき事

業を実施するものとする。 

６ 新技術研究開発組合は、２の認定を受けた事業実施計画書について、農村振興局長

が別に定める種類の変更をしようとする場合は、２から５までの規定に準じて行うも

のとする。この場合において、農村振興局長は、当該変更の内容が軽微であると判断

した場合は、３の審査委員会における審査を省略することができるものとする。 

７ 関係企業は、第２の（３）の事業を実施しようとするときは、新技術研究開発（特

定課題）に関し、新技術研究開発（特定課題）組合を組織して、農村振興局長が別に

定めるところにより、官民連携新技術研究開発事業特定課題実施計画書（以下「特定

課題計画書」という。）を作成し、農村振興局長に提出するものとする。この場合に

おいては、農村振興局長による特定課題計画書の受理をもって、農村振興局長の認定

を受けたものとみなす。 

８ 新技術研究開発（特定課題）組合は、前項の認定を受けたときは、試験研究機関と

共同研究の手続を締結するものとする。 

９ 新技術研究開発（特定課題）組合は、試験研究機関との連携の下に、特定課題計画

書に基づき事業を実施するものとする。 

 

第５ 利活用促進対策の実施手続 

公募団体は、第２の（２）の事業を実施しようとするときは、農村振興局長が別に

定める様式による事業実施計画書を作成し、農村振興局長に提出してその承認を受ける

ものとする。 

 

第６ 事業成果報告書の提出等 

１ 第３の１の事業実施主体は、農村振興局長が別に定める様式により作成した官民連

携新技術研究開発事業成果報告書を、農村振興局長が別に定める期日までに提出する

ものとする。 

２ 農村振興局長は、農村振興局長が別に定める審査委員会における審査の結果を勘案

して、第２の（１）に係る成果の評価を行うものとする。 

３ 第３の１の事業実施主体は、農林水産大臣がこの事業の成果の普及を図るときは、

これに協力するよう努めなければならない。 

 

第７ 国の助成 

国は、予算の範囲内において、第３の事業実施主体に対し、この事業の実施に要する

経費（実証試験については、当該実証試験を行うことにより通常の土地改良事業に要す

る経費より増加することとなる部分に限る。）について別に定めるところにより補助す

るものとする。 



 

 

 

第８ 国の指導等 

国は、この事業の適性かつ円滑な実施を図るため、第３の事業実施主体に対し、必要

な報告を求め、又は指導を行うものとする。 

 

第９ その他 

この要綱に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項については、農村振

興局長が別に定めるものとする。 

 

附 則（平成 22 年４月１日付け 21 農振第 2274 号） 

   官民連携新技術研究開発事業実施要綱の一部改正について（平成 22 年４月１日付

け 21 農振第 2274 号農林水産事務次官依命通知）による改正前の官民連携新技術研

究開発事業実施要綱（平成９年４月１日付け９構改Ｄ第 164 号農林水産事務次官依

命通知）第４の２に基づき農村振興局長の認定を受けた新技術研究開発の研究開発

課題の内容については、第２の（１）にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（平成 25 年５月 16 日付け 24 農振第 2454 号） 

  官民連携新技術研究開発事業実施要綱の一部改正について（平成 25 年５月 16 日付

け 24 農振第 2454 号農林水産事務次官依命通知）による改正前の官民連携新技術研究

開発事業実施要綱（平成９年４月１日付け９構改Ｄ第 164 号農林水産事務次官依命通

知）第５の２に基づき農村振興局長の認定を受けた新技術研究開発の研究開発課題の

内容については、第２の（１）にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（平成 29 年３月 31 日付け 28 農振第 2092 号） 

  この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

２ 改正前要綱に基づき既に採択された集落排水施設効率性向上実証事業について

は、第２の（３）に定める新技術研究開発（特定課題）に移行されたものとし、そ

の取扱いについては、本要綱及び農村振興局長が別に定めるもののほか、なお従前

の例による。 

 


